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消費税仕入控除税額等に関するＱ＆Ａ
№ 質問 回答

１
消費税仕入控除とは何のこ

とか。

消費税は、生産などの各取引段階で重複して税がかかるこ

とのないよう、課税売上げに係る消費税から課税仕入れ等に

係る消費税を控除し（仕入税額控除）、税が累積しない仕組み

となっています。

補助金は、消費税法上、課税対象とならない特定収入となる

ため、補助金として受けた消費税は、事業者の課税売上に係る

消費税には含まれません。

しかし、補助事業において支払った消費税は課税仕入れ等

に係る消費税に含まれるため、補助事業者は自ら負担してい

ない消費税について控除を受けた場合、その控除額に含まれ

る補助金額を返還する必要があります。（本マニュアル１ペー

ジ参照）

なお、消費税制度に関する疑義等については、税務署や税理

士等に御照会願います。

【参考】消費税のあらまし（R3.6 国税庁）

URL：https://www.nta.go.jp/publication/pamph/

shohi/aramashi/01.htm

２ 提出書類は何か。

まず、マニュアルの２ページのフロー図（仕入控除税額フロ

ーチャート）で、返還額の有無を御確認ください。

その上で、「返還額が０円の場合」は、マニュアル５ページ

を、「返還額がある場合」は、マニュアル６ページをご確認く

ださい。

３
免税事業者かどうかが分か

らない。
税理士又はお近くの税務署にお尋ねください。

４
免税事業者の提出書類は何

か。

報告書（様式第２号及び様式第６号）、返還額がないことの

理由書（別紙１）に加え、消費税の免税事業者であることを税

理士等が証した書類（任意様式）が提出書類です。作成の参考

として（別紙３）を御活用ください。なお、担当の税理士がい

ない場合、貴所の経理担当等の証明でも可能です。

５ 特定収入とは何か。

(1)租税、(2)補助金、(3)交付金、(4)寄附金、(5)出資に対

する配当金、(6)保険金、(7)損害賠償金、(8)資産の譲渡等の

対価に当たらない負担金、他会計からの繰入金、会費等、喜捨

（きしゃ）金(お布施、戒名料、玉串料など)のことです。

詳しくは、税理士又はお近くの税務署にお尋ねください。

６

補助金返還額の計算方法や

報告書様式への記載方法につ

いて教えてほしい。

ＱＡの３ページ以降をご確認ください。

エクセル報告様式による具体的な記載例を福祉指導課ホー

ムページで御案内していますので、ご確認ください。

また、詳細は、税理士等にご確認ください。
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№ 質問 回答

７

別紙４ｰ①～③（計算書）の

「６ 交付金にかかる消費税

等の仕入控除税額」の「（１）

交付金の使途（補助対象経費）

の内訳」の合計欄が一致すべ

き「精算額調書」の数字とはな

にか。

《介護サービス事業所・施設における感染防

止対策支援事業費補助金 の場合》

交付申請時に提出いただいた各事業所ごとの（別紙様式 2）

「個票」に記載された＜精算内訳＞「所要額（円）」の合計欄

の数字です。

※ただし、消費税の税務申告において交付金の使途を明確

にしている場合には、交付申請時に提出いただいた（別紙様式

1）「申請額一覧」における各事業所ごとの「申請額（Ｃ）」の

数字となります。

《新型コロナウイルス感染症流行下における

介護サービス事業所等のサービス提供体制確

保事業補助金》の場合

実績報告書提出時に提出いただいた、「精算額調書（別紙３

－２）」の「差引額」の合計（１Ｃ＋２Ｃ＋３Ｃ）です。

※ただし、消費税の税務申告において交付金の使途を明確

にしている場合には、「補助金確定額 計(1Ｇ+2Ｇ+3Ｇ)」欄の

数字となります。

８
課税期間が２期にわたる場

合は、どうしたらよいか。

計算書（別紙４－①、②又は③）のシートをコピーし、それ

ぞれの課税期間について計算書を作成してください。

報告書（様式第２号及び様式第６号）「３ 消費税及び地方

消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額等」には、２

つのシートでそれぞれ計算した結果の合計額を記載してくだ

さい。

９

消費税率が８％のものを一

部購入しているがどうしたら

よいか。

計算書（別紙４－①、②又は③）は、消費税率 10％用で作

成しています。計算書のシートをコピーし、計算式を消費税率

８％用に修正してご利用ください。

報告書（様式第２号及び様式第６号）「３ 消費税及び地方

消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額等」には、税

率 10％のシートで計算した結果と、税率８％のシートで計算

した結果の合計額を記載してください。
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「返還額が０円」以外の場合には、消費税等に係る仕入控除税額が発生

しますので、次のとおり計算の上、県に報告してください。（※１）

「計算書」（別紙４ー①～③のいずれか）により報告してください。

①課税売上割合が 95％以上かつ課税売上高５億円以下の場合(全額控除)

補助金額 × × 10/110＝返還額（円未満切捨）

②課税売上割合が 95％未満又は課税売上高が５億円超の場合

ア 一括比例配分方式を採用している場合

補助金額 × × 課税売上割合 × 10/110 = 返還額

イ 個別対応方式を採用している場合

返還額Ａ＋返還額Ｂ＝返還額

Ａ 課税売上のみに要する補助対象経費に使用された補助金

補助金額 × × 10/110 = 返還額Ａ

Ｂ 課税売上と非課税売上に共通して要する補助対象経費に使用

された補助金

補助金額× ×課税売上割合 × 10/110 ＝返還額Ｂ

補助対象経費のうち

課税仕入額

補助対象経費

補助対象経費のうち

課税売上対応分

補助対象経費

補助対象経費のうち

共通対応分

補助対象経費

（円未満切捨）

（円未満切捨）

（円未満切捨）

（Ｑ＆Ａの No.6 関係） 返還額の計算方法

補助対象経費のうち

課税仕入額

補助対象経費

※１ 補助対象経費に課税仕入と非課税仕入が混在する場合、補助対象経費に含まれる課税仕入と非課税仕

入の割合により補助金額を按分し、課税仕入に係る補助金のみを計算対象とします。

ただし、消費税の税務申告において交付金の使途を明確にしている場合には、課税仕入に使用した補

助金のみを計算対象（計算式中「補助対象経費」とあるのは「補助金額」と読み替え）とします。
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（Ｑ＆Ａの No.１関係）消費税及び地方消費税の確定申告書（一般課税の場合）

控除税額の計算方

法はこの欄で確認

してください。

計算書の課税売上割合

の計算式には、⑮（課税

資産の譲渡等の対価の

額）と、⑯（試算の譲渡

等の対価の額）を記載し

てください。

付表２

第３-(1)号様式
一括比例配分方式の場合
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別紙４ー③ （計算書③　 一括比例配分方式）

を入力してください。

金額は全て「円単位」です。

１　補助事業等の名称

      

　又は

５　交付金確定額　

円

６　交付金にかかる消費税等の仕入控除税額

（１）交付対象経費（又は交付金）の内訳 （単位：円）

課税売上対応分 非課税売上対応分 共通対応分

0 0 

0 0 

0 0 

0 0 

0 0 

0 0 

0 0 

0 0 

0 0 

計 0 0 0 0 0 0 

（2） 課税売上割合

 介護サービス事業所・施設における感染防止対策支援事業費補助金

 新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業補助金

事業所名称 サービス種類 課税仕入 非課税仕入 合計

(別紙様式２）事業所・施設別個票

フリガナ

事業所・施設の名称

サービス種別 人

（郵便番号 ‐ ）

連絡先 電話番号 E-mail

管理者の氏名

＜積算内訳＞

介護保険事業所番号

定員
訪問

回数
回

基準単価 円 所要額 円

品目（マスク等） 所要額(円) 数量等

合計 0

事業所・施設の所在地

事
業
所
・
施
設
の
状
況

（Ｑ＆Ａの No.７関係）別紙４のチェックポイント

《介護サービス事業所・施設における感染防止対策支援事業費補助金 の場合》

※他の方式の場合も、精算額調書とのチェックポイントは同じです。

交付決定及び確定

通知書の交付確定

額と一致している

ことを確認してく

ださい。

交付申請時に提出いただいた各事

業所ごとの（別紙様式 2）「個票」に

記載された＜精算内訳＞「所要額

（円）」の合計欄と数字が一致して

いることを確認してください。

※ただし、消費税の税務申告において

交付金の使途を明確にしている場

合には、交付申請時に提出いただい

た（別紙様式 1）「申請額一覧」にお

ける各事業所ごとの「申請額（Ｃ）」

と一致します。


